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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等
 

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期 

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月 

売上高 (千円) 28,595,443 31,490,603 35,449,766 23,739,691 21,289,739 

経常利益 (千円) 425,399 444,031 625,593 594,700 243,967 

親会社株主に帰属する当期

純利益 
(千円) 94,751 397,405 407,828 315,023 46,558 

包括利益 (千円) 91,568 397,405 407,828 315,023 46,558 

純資産額 (千円) 2,965,144 3,718,163 3,539,284 3,713,401 3,721,434 

総資産額 (千円) 10,585,023 10,453,958 7,914,205 7,981,015 8,775,926 

１株当たり純資産額 (円) 1,001.77 1,113.66 1,224.10 1,313.87 1,315.34 

１株当たり当期純利益 (円) 32.04 125.63 137.79 110.64 16.47 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 
(円) 32.01 － － － － 

自己資本比率 (％) 28.0 35.6 44.7 46.5 42.4 

自己資本利益率 (％) 3.2 11.9 11.2 8.7 1.3 

株価収益率 (倍) 35.6 9.2 10.0 13.8 98.6 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(千円) △616,814 454,646 1,411,117 1,060,985 △217,310 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(千円) △1,867,347 △325,479 752,455 △581,785 △1,472,356 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(千円) 3,076,383 △337,109 △1,819,357 △289,184 1,027,724 

現金及び現金同等物の期末

残高 
(千円) 2,052,746 1,844,803 2,189,019 2,379,033 1,717,091 

従業員数 
(名) 

98 101 137 190 256 

〔外、平均臨時雇用者数〕 〔62〕 〔53〕 〔31〕 〔24〕 〔42〕 

 （注)  １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 第18期から第21期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在

株式が存在しないため記載しておりません。 
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(2) 提出会社の経営指標等
 

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期 

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月 

売上高 (千円) 6,182,558 6,131,483 6,354,983 6,371,479 6,177,144 

経常利益又は経常損失(△) (千円) 35,542 134,588 53,034 △32,108 △79,180 

当期純利益又は当期純損失

(△) 
(千円) △78,912 107,141 32,065 △38,271 △101,492 

資本金 (千円) 528,728 728,734 728,734 728,734 728,734 

発行済株式総数 (株) 3,102,400 3,481,200 3,481,200 3,481,200 3,481,200 

純資産額 (千円) 1,965,342 2,428,098 1,873,243 1,694,065 1,554,046 

総資産額 (千円) 5,115,586 5,419,501 4,741,686 5,111,830 5,894,440 

１株当たり純資産額 (円) 663.99 727.26 647.88 599.39 548.48 

１株当たり配当額 (円) 15 15 15 15 15 

(内、１株当たり

中間配当額) 
(円) (－) (－) (－) (－) (－) 

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失(△) 
(円) △26.68 33.87 10.83 △13.44 △35.91 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 38.4 44.8 39.5 33.1 26.3 

自己資本利益率 (％) △3.9 4.9 1.5 △2.1 △6.3 

株価収益率 (倍) － 34.1 126.9 － － 

配当性向 (％) － 44.3 138.5 － － 

従業員数 
(名) 

17 14 24 33 50 

〔外、平均臨時雇用者数〕 〔8〕 〔2〕 〔2〕 〔2〕 〔0〕 

 （注） １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 第17期、第20期及び第21期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの、１株当たり当期純損失金額であるため記載しておりません。また、第18期及び第19期の潜在株式

調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

３ 第17期、第20期及び第21期の株価収益率及び配当性向は、当期純損失を計上したため、記載しておりませ

ん。
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２【沿革】

 当社は、代表取締役社長吉岡伸一郎がセールスプロモーションを目的として設立(平成６年11月 本社：東京都渋

谷区渋谷)した株式会社プラスアルファが営んでいたモバイルビジネス部門(平成８年８月に設置)を分離独立させ、

平成９年10月に設立されております。

平成９年10月 東京都渋谷区渋谷において㈱アルファインターナショナル(現：アルファグループ㈱)を設立し

(資本金10,000千円)、モバイルビジネス部門を独立させる

平成10年２月 ㈱プラスアルファにスタッフサービス部門を設置

平成11年２月 当社にネットビジネス部門を設置

平成11年６月 当社が㈱プラスアルファの株式を取得し、100％子会社化する

平成13年１月 ㈱アルファインターナショナルをアルファグループ㈱に商号変更

㈱プラスアルファのセールスプロモーション部門を当社に営業譲渡

平成13年９月 当社にカウネット部門を設置

平成14年４月 セールスプロモーション部門とネットビジネス部門を統合し、プロモーションデザイン部門を設

置

平成16年４月 日本証券業協会へ店頭登録銘柄として登録

平成16年９月 アルファテクノロジー㈱を設立（連結子会社）

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年２月 ㈱プラスアルファより、カウネット代理店事業を会社分割し、㈱アルファライズを設立（連結子

会社）

平成17年３月 ㈱アルファライズは、カウネットの代理店４社から営業譲受けを実施

平成17年６月 アルファインターナショナル㈱設立（連結子会社）

  ａｕ一次代理店事業を新規に開始

  アルファソリューションズ㈱設立（連結子会社）

平成17年10月 カウネット部門のエリアエージェント業を除く、全ての事業部門を子会社化

持株会社体制へ移行

平成18年３月 ㈱アルファライズは、World Link Discount Telecommunications, Inc.の営業譲受けを実施

  ㈱アルファライズは、カウネットの代理店１社から営業譲受けを実施

平成18年４月 アルファイット㈱設立（連結子会社）

平成18年９月 アルファインターナショナル㈱が、㈱エムティーアイより移動体通信部門を会社分割させ設立し

た、アルファテレコム㈱の発行済株式を100％取得し子会社化する

平成19年４月 ㈱Ａ・Ｒ・Ｍ設立（連結子会社）

平成20年８月 連結子会社である㈱プラスアルファの発行済株式100％を同社の取締役３名に譲渡

平成21年１月 ㈱アルファライズは、カウネットの代理店１社から事業譲受けを実施

平成21年３月 連結子会社であるアルファソリューションズ㈱の発行済株式100％を同社の取締役１名に譲渡

平成21年３月 ㈱アルファライズは、格安国際電話サービス「ワールドリンク」の通信サービス事業を㈱テレコ

ムスクエアへ事業譲渡

平成22年３月 連結子会社である㈱Ａ・Ｒ・Ｍの発行済株式100％を同社の取締役１名に譲渡

平成22年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（現 東

京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード））に上場

平成22年６月 アルファインターナショナル㈱は、携帯電話向け公式コンテンツの会員登録促進を目的とするリ

アルアフィリエイト事業を㈱ベストクリエイトへ事業譲渡

平成23年２月 連結子会社であるアルファテクノロジー㈱の発行済株式の当社保有分51％を同社及びＡＴホール

ディング㈱に譲渡

平成23年４月 ㈱ドクターアイ・エイ・シー設立（連結子会社）（後にアルファディスカーレ㈱へ商号変更）

平成25年４月 アルファチーラー㈱設立（連結子会社）（後に㈱インチャージへ商号変更）

平成26年７月 連結子会社であるアルファディスカーレ㈱の発行済株式100％を同社の取締役１名に譲渡

平成27年４月 連結子会社であるアルファイット㈱の発行済株式100％を同社の取締役１名に譲渡
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３【事業の内容】

 当社グループは、代理店ビジネスを核に、事業体を代理店モデル化し、市場開拓・テストマーケティングからセー

ルスまで、「営業商社」として商材（市場）を短期間に拡販するワンストップセールスを提供しております。

 

(1) 当社グループの事業内容

当社グループは、当社及び連結子会社３社（株式会社アルファライズ、アルファインターナショナル株式会社、

株式会社インチャージ）により構成されております。事業内容としましては、メーカーまたは商社（モバイル事業

におけるＫＤＤＩ株式会社、オフィスサプライ事業における株式会社カウネット等が該当）及び、当社グループ代

理店・法人顧客等の双方に対し総合的な支援を行っております。

なお、当連結会計年度より水宅配事業、再生可能エネルギー事業、環境商材事業を統合して、環境商材事業とし

て表示しております。詳細は「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等（１）連結財務諸表 注記事項（セグメン

ト情報等）」に記載のとおりであります。

 

セグメントの名称 主要な会社

モバイル事業 アルファインターナショナル㈱、㈱インチャージ

オフィスサプライ事業 当社、㈱アルファライズ

環境商材事業 当社、㈱アルファライズ、㈱インチャージ

 

当社グループの具体的な事業内容は、モバイル事業（ＮＴＴドコモ、ソフトバンク、楽天モバイルの移動体通信

端末の二次代理店事業、ａｕ一次代理店事業）、オフィスサプライ事業（株式会社カウネットのエリアエージェン

ト事業（注１）およびエージェント事業（注２））、環境商材事業（ウォーターサーバー事業の販売代理店、ソー

ラーパネルを活用した太陽光発電事業、ＬＥＤ照明機器の販売・レンタル）を展開しております。

（注）１ 株式会社カウネットと委託販売契約を締結した代理店をエリアエージェントと呼んでおります。エリア

エージェントは、登録顧客の開拓と管理を行うエージェントとしてオフィス用品のユーザーとなる法人

顧客の拡大営業を行うと同時に、法人顧客を開拓するエージェントを開拓および管理する一次代理店の

機能を果たすことを株式会社カウネットに委託されております。 

（注）２ 株式会社カウネット所定のエージェント登録手続きを完了した販売店をエージェントと呼んでおりま

す。エージェントは、株式会社カウネットの登録法人顧客の開拓および管理等を行う販売店でありま

す。
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(2) 各事業の説明 

(a) モバイル事業 

 モバイル事業におきましては、主軸である携帯電話端末販売の代理店事業、およびスマートフォンアクセサリ

ー専門ショップの運営事業の２つを展開しております。

 代理店事業では、高い全国シェアを占める関東圏を中心に代理店を展開し、移動体通信キャリア（注３）およ

び一次店と販売代理店双方への支援を行っております。

 当社の主な業務は、販売代理店の開拓、販売代理店の管理、販売代理店の販売支援、店舗物件の開拓、移動体

通信キャリア・一次代理店および販売代理店への情報提供等になります。これらの業務により、当社は販売代理

店の収益拡大に貢献するとともに、移動体通信キャリアおよび一次代理店の売上拡大・利益拡大に貢献し、ひい

ては当社の収益拡大を図っております。 

 

・一次代理店事業

 ａｕにおきましては移動体通信キャリアの一次代理店として、携帯電話の移動体通信サービスの加入者の獲

得、通信端末の販売、修理の受付や利用代金の受取など加入者の維持に係る事業を行っております。その事業

目的を遂行するため、キャリアショップを中心とした直営店、販売代理店（二次代理店）を使って販売してお

ります。収益形態としては、販売代理店（二次代理店）に対する機器販売価格と移動体通信キャリアからの受

取手数料（注４）を売上、移動体通信キャリアからの機器仕入価格を仕入、販売代理店（二次代理店）に対す

る支払手数料（注５）を売上原価としております。また一次代理店事業におきましては、自社在庫および二次

代理店での委託在庫が発生します。売れ筋端末確保のため、当社の戦略会議において、在庫数量を決定してお

ります。

 

（注）３ 移動体通信キャリアとは、自ら電気通信回線設備を設置して電気通信事業を行う第一種電気通信事

業者のうち、移動体通信端末等の移動体通信サービスを提供している株式会社ＮＴＴドコモ、ＫＤ

ＤＩ株式会社、ソフトバンクモバイル株式会社等の事業者の総称であります。

（注）４ 受取手数料とは、当社が移動体通信キャリアに代わって移動体通信サービスへの加入契約の取次を

行うことにより、移動体通信キャリアから支払われる手数料であります。受取手数料には、販売台

数、支払対象期間、支払対象となるサービス業務の内容、通話料金に対する割合等に応じて支払わ

れる手数料（コミッション）等があります。移動体通信キャリアは、自社の方針や戦略によって、

当該手数料の金額、支払対象期間、支払対象となるサービスの内容等を随時変更しております。

（注）５ 支払手数料とは、当社の販売代理店が当社に代わって携帯電話端末の販売および移動体通信サービ

スへの加入契約の取次を行うことに対して、当社から支払われる手数料であります。支払手数料

も、受取手数料と同様の種類があり、当社は受取手数料の金額、支払対象期間、支払対象サービス

の内容等の変更状況に応じて、当社の方針や戦略を盛り込んで当該手数料の内容を決定しておりま

す。
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・二次代理店事業

 ＮＴＴドコモ、ソフトバンク及び楽天モバイルの移動体通信キャリアにおきましては、携帯電話端末の一次

代理店と代理店契約を締結し、移動体通信キャリアと契約する一次代理店の携帯電話端末を、当社が再委託契

約（あるいは業務委託契約）を締結した販売代理店等を使って販売しております。 

 ＮＴＴドコモの収益形態としては、一次代理店からの機器仕入価格と受取手数料（注６）の差額を仕入、販

売代理店への機器販売価格と支払手数料（注７）の差額を売上としております。当該収益形態の中では、当社

は卸売業者・二次代理店でありますが、これまでの事業展開の中で獲得してきたノウハウや多くの販売代理店

を組織していることによるメリットを、一次代理店と販売代理店の両者に提供しております。

 また、当社および販売代理店は、商品が委託在庫であるため、顧客が店舗において携帯電話端末を購入し、

当該端末に対して一次代理店が使用可能となる手続きを行った時点で販売が成立し、同時に仕入も成立するこ

とになります。したがって、当該部門では基本的に在庫を保有しておりません。

 その他ソフトバンクを含む移動体通信キャリアの収益形態としては、販売代理店に対する機器販売価格と一

次店からの受取手数料を売上、一次店からの機器仕入価格を仕入、販売代理店に対する支払手数料を売上原価

としております。在庫につきましては、自社在庫及び販売代理店での委託在庫が発生します。

 

（注）６ 受取手数料とは、当社が一次代理店に代わって移動体通信サービスへの加入契約の取次を行うこと

により、一次代理店から支払われる手数料であります。受取手数料には、移動体通信サービスへの

加入の取次を行ったことに対して支払われる手数料、一次代理店の定めた取次件数を上回る取次を

行ったことに対する手数料、一次代理店が定めた特定の端末を販売したことに対する手数料、加入

手続きの際に移動体通信キャリアの指定した特定の追加サービスに加入者が加入したことに対する

手数料等があります。一次代理店は、移動体通信キャリアおよび自社の方針や戦略によって、当該

手数料の金額、支払対象期間、支払対象となるサービスの内容等を随時変更しております。

（注）７ 支払手数料とは、当社の販売代理店が当社に代わって携帯電話端末の販売および移動体通信サービ

スへの加入契約の取次を行うことに対して、当社から支払われる手数料であります。支払手数料

も、受取手数料と同様の種類があり、当社は受取手数料の金額、支払対象期間、支払対象サービス

の内容等の変更状況に応じて、当社の方針や戦略を盛り込んで当該手数料の内容を決定しておりま

す。

・スマートフォンアクセサリー専門ショップの運営事業 

 一都三県の一定規模の集客を見込める複合商業施設を中心に、カバーケースをはじめとしたスマートフォン

アクセサリーの専門ショップ「ＳｍａＰｌａ」を展開しております。メーカーから既存の商品を仕入れるだけ

ではなく、著名なブランドと共同で開発した商品やオリジナルブランドの商品を開発するなど、量販店とは一

線を画した品揃えでの店舗運営に注力しております。 
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(b) オフィスサプライ事業

 オフィス文具通販の「カウネット」を提供しております。「カウネット」とは、コクヨ株式会社が100％出資

して平成12年10月に設立した子会社である株式会社カウネットが構築したオフィス文具通販制度のことを言いま

す。当社は、平成13年５月に株式会社カウネットとエリアエージェントとしての委託販売契約を締結し、平成13

年９月よりカウネット部門を立ち上げております。カウネットの特徴は、最終顧客から24時間・365日体制で注

文を受付け、当日または翌日に配送するものであります。

 カウネットの販売組織は、株式会社カウネットの商品のユーザーとなる法人事業所顧客の開拓や管理を行うエ

ージェントおよび当該エージェントの開拓や管理を行うエリアエージェントがあります。エージェントはエリア

エージェントと委託販売契約を締結し、カウネットの登録顧客の開拓や管理を行っております。

 カウネット部門の売上高および仕入高の計上については、カウネットの登録顧客(オフィス用品の最終ユーザ

ー)がカウネットシステムによってオフィス用品等を注文した場合、当該顧客を顧客登録しているエージェント

については登録顧客へのカタログ価格での販売とエリアエージェントからのエージェント向仕切価格での仕入

が、当該顧客を登録しているエージェントと委託販売契約を締結しているエリアエージェントについてはエージ

ェントへのエージェント向仕切価格での販売と株式会社カウネットからのエリアエージェント向仕切価格での仕

入が発生したものと見なされます。商品の登録顧客への配送は株式会社カウネットが行い、登録顧客への請求書

の発行・送付は株式会社カウネットが収納代行を委託しているウェルネット株式会社（注８）が行っておりま

す。したがって、エージェントおよびエリアエージェントは在庫を保有しておりません。 

 エリアエージェントとしての当社の主な業務は、エージェントの開拓および開拓したエージェントの管理、指

導、育成、支援等により、エージェントの収益の最大化を図ることならびに株式会社カウネットの収益拡大、事

務負担の軽減、債権回収リスクの軽減に資することであると考えております。

 当社は、登録顧客の有効な獲得方法としてテレマーケティングを採用しております。これはカウネットがオフ

ィス用品の販売であり、登録顧客はカタログを見て注文し、各注文金額は高額にはなりにくく、顧客のメンテナ

ンスも大部分は株式会社カウネットが行うため、電話による登録顧客の獲得が効率的かつ十分性に欠けないもの

と判断しているからであります。

 なお、子会社の株式会社アルファライズが当社のエージェントとなっており、顧客獲得活動および獲得した顧

客の管理等を行っております。また、当社のエリアエージェント業務において、全エージェントの管理業務等を

委託しており、グループの収益拡大に寄与するとともに、当社の他エージェントへの営業ノウハウや情報の提供

に活用しております。

 カウネット事業のビジネスフローとエリアエージェントおよびエージェントの位置付けは以下のとおりであり

ます。

 

- 7 -



（注）８ ウェルネット株式会社（JASDAQ：2428）は、カウネットにおける収納を代行しております。登録顧

客への請求書の送付、入金口座の指定、指定口座への入金確認、エージェントへの入金状況の連

絡、入金された販売代金のエージェントへの支払等は同社が行っております。ただし、未入金に対

する回収業務はエージェントが行っております。

 当社は、カウネットにおける収益基盤の拡大のためには、契約エージェントが、より多くの登録顧客を、可能

な限り短期間で獲得することが重要課題であると認識しております。また、そのためには、有力なエージェント

の短期間での確保・育成も同様に重要課題と認識しております。

 

(C) 環境商材事業 

 環境商材事業におきましては、ウォーターサーバーで使用するウォーターパックの販売、保有するソーラーパ

ークにおいて発電する電力の販売、ＬＥＤ照明機器の販売・レンタルという３つの商材の取り扱いを主軸に展開

しております。 

 ウォーターパックの販売では、当初は当社保有のコールセンターを活用して新規顧客の獲得に注力しておりま

したが、取り扱うウォーターパックの水源地域にて高い確率で地震の発生がある旨の発表があったことを受け、

獲得は取りやめております。一方で、好条件での打診を受けた折に投資として利用顧客の譲受を実施するなど、

最小限の費用で堅調に収益を確保しております。

 電力の販売におきましては、発電施設の接続申込みに対する電力会社の回答保留や接続検討期間の長期化、太

陽光発電に対する出力制御ルールの適用等、市場の先行き不透明な状況を鑑みて新たな投資は控えることとし、

現在は売電収入や転売した物件から生じる土地の賃料等の、安定収益の確保に注力しております。 

＜IPPスキーム＞ 

 

 

IPP：Independent Power Producerの略。独立系発電事業のこと。「卸電力事業」とも呼ばれる。 

EPC：エンジニアリング業界における、設計(Engineering)・調達(Procurement)・建設(Construction)の流れ

のこと。 

O&M：Operation and Ｍaintenanceの略。運用・管理、および整備・メンテナンスのこと。 

 

これら２つの商材においては、投資に対して最小限の費用で継続収益を確保するというビジネスモデルを確立し

ております。 

 

- 8 -



 

 ＬＥＤ照明機器の販売・レンタルにおきましては、政府方針等により蛍光灯や白熱灯からの置き換えが加速し

ていくと考えられるＬＥＤ照明機器について、法人顧客を対象に導入提案を進めております。販売に加えて、導

入費用が高額化することが置き換えへの導入障壁になっている点を鑑みて、当社が購入し所有するＬＥＤ照明機

器を導入施設に設置し、月毎のレンタル料を対価として受領するというレンタル形式による展開に注力しており

ます。この手法により利用期間に応じたレンタル料金を確保していくことで、新たな当社の収益基盤の構築に努

めております。
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 事業の系統図は次のとおりであります。 
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業の内容

議決権の所有
(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有
割合(％)

(連結子会社)            

㈱アルファライズ

(注)２(注)３
東京都渋谷区 90,000

オフィスサプライ

事業

環境商材事業

100 ―

オフィス用品の通信販

売事業

ウォーターパックの販

売

役員の兼務２名 

アルファインター

ナショナル㈱

(注)２(注)３

東京都渋谷区 100,000 モバイル事業 100 ―
移動体通信端末の販売

役員の兼務３名 

㈱インチャージ

(注)２
東京都渋谷区 90,000

モバイル事業

環境商材事業
100 ―

移動体通信端末の関連

商品の販売

メガソーラー発電事業

資金援助あり

役員の兼務２名

 （注）１ 「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２ 特定子会社であります。

３ 株式会社アルファライズおよびアルファインターナショナル株式会社については、売上高（連結会社相互間

の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

 

主要な損益情報等(平成30年３月期)

  ㈱アルファライズ
アルファインター 
ナショナル㈱

①売上高 5,626,475千円 13,603,054千円

②経常利益 318,467千円 116,129千円

③当期純利益 208,053千円 68,230千円

④純資産額 1,013,741千円 2,247,443千円

⑤総資産額 2,194,009千円 3,039,106千円
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５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

（平成30年３月31日現在）
 

セグメントの名称 従業員数(名)

モバイル事業
200

（３）

オフィスサプライ事業
５

（39） 

環境商材事業
20

（０）

全社（共通）
31

（０） 

合計
256

（42）

 （注）１ 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であります。

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の平均雇用人員であります。

３ 全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

４ 従業員数が前連結会計年度末と比べて66名増加しましたのは、事業展開に伴って採用活動を進めたためであ

ります。

５ 前連結会計年度末まで表示しておりました「水宅配事業」、「再生可能エネルギー事業」につきましては、

取り扱う対象商材が環境へ配慮したものであるという共通性を有していることから、組織体制の変更を行

い、「環境商材事業」セグメントとして統合しております。

 

(2) 提出会社の状況

（平成30年３月31日現在）
 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

50（０） 39.4 5.2 4,181,571

 

セグメントの名称 従業員数(名)

環境商材事業 
19

（０） 

全社（共通） 
31

（０） 

合計
50

（０）

 （注）１ 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、従業員

数欄の(外書)は、臨時従業員の平均雇用人員であります。

２ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

３ 全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

４ 従業員数が前事業年度末と比べて17名増加しましたのは、事業展開に伴って採用活動を進めたためでありま

ます。

 

(3) 労働組合の状況

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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